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第 33 期豊島区青少年問題協議会の運営について 

 

 

１ 協議会の役割 

(1) 地方青少年問題協議会法、豊島区青少年問題協議会条例、及び同要綱（裏面参照）に基づく、

青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する調査審議、必要な関係行政機関相互の連絡調整、

区長や関係行政機関への意見具申 

(2) 子ども・若者育成支援推進法に基づく「子ども・若者支援地域協議会」の代表者会議 

 

２ 今期の青少年問題協議会の検討事項 

(1)  「豊島区子ども・若者総合計画」の検証方法の検討、計画の進捗管理 

(2)  「子ども・若者支援地域協議会」の代表者会議としての情報共有、連絡調整等 

 

３ 委員定数   

25 名以内（委員名簿 資料１のとおり） 

 

４ 任期   

2 年間（原則 令和 7 年 4 月 1 日～令和 9 年 3 月 31 日） 

 

５ 専門委員会の設置 

(1) 検討事項についての調査審議を効率的かつ専門的見地から行うため、専門委員会を設置する。 

(2) 専門委員は、青少年問題協議会委員のうち、学識経験者の中から 10 名以内で区長が委嘱す

る。 

 

６ 会議回数 

青少年問題協議会の定例協議会は今期 2 年間で 5 回程度、専門委員会は、必要に応じて開催。 
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○地方青少年問題協議会法 （抜粋） 
（設置） 

第１条 都道府県及び市（特別区を含む。以下同じ。）町村に、附属機関として、それぞれ都道府

県青少年問題協議会及び市町村青少年問題協議会（特別区にあつては、特別区青少年問題協議会。

以下同じ。）（以下「地方青少年問題協議会」と総称する。）を置くことができる。 

（所掌事務） 

第２条 地方青少年問題協議会は、当該地方公共団体における次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要な重要事項を調査

審議すること。 

(2) 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の適切な実施を期するために必要な

関係行政機関相互の連絡調整を図ること。 

２ 地方青少年問題協議会は、前項に規定する事項に関し、当該地方公共団体の長及びその区域

内にある関係行政機関に対し、意見を述べることができる。 

（組織） 

第３条 地方青少年問題協議会は、会長及び委員若干人で組織する。 

（相互の連絡） 

第４条 地方青少年問題協議会は、相互に緊密な連絡をとらなければならない。 
 

○豊島区青少年問題協議会条例（抜粋） 
（設置） 

第１条 地方青少年問題協議会法（昭和28年法律第83号）第１条の規定に基づき、区長の附属機関

として、豊島区青少年問題協議会（以下「協議会」という。）をおく。 

（組織） 

第２条 協議会は、次に掲げる者につき、区長が任命又は委嘱する委員25人以内をもって組織する。 

(1) 区議会議員 

(2) 学識経験者 

(3) 関係行政機関の職員 

（委員の任期） 

第３条 前条第２号の委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。但し、

再任を妨げない。 

（会長及び副会長の設置及び権限） 

第４条 協議会に会長及び副会長をおく。 

２ 会長は、委員の互選によって定める。 

３ 副会長は、会長の指名する委員をもって充てる。 

４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

（専門委員）  

第６条 協議会に専門の事項を調査させるため、必要があるときは専門委員をおくことができる。 

２ 専門委員は、学識経験者のうちから区長が委嘱する。 
 

○豊島区青少年問題協議会要綱（抜粋） 
 （協議会） 

第４条 協議会は、原則として年２回開催するものとする。 

２ 委員が協議会に議題を提出しようとするときは、件名、提出理由及び必要資料を協議会の開催10

日前までに、子ども家庭部子ども若者課に送付するものとする。 

３ 協議会は、必要と認めるときは、関係機関の職員に出席を求めることができる。 

 （専門委員） 

第５条 条例第６条第２号に規定する専門委員は、協議会の委員のうち学識経験者１０名以内とする。 
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「豊島区子ども・若者総合計画」の検証方法の検討、計画の進行管理について 

  

１ 「豊島区子ども・若者総合計画」について 

  豊島区基本計画に基づく子ども若者分野の計画として、令和 7 年 3 月に「豊島区子ども・若者

総合計画」（令和 7～11 年度）を策定した。本計画は、子ども・若者、子育て施策を推進するた

めの総合計画として、以下の法令に基づく市区町村計画として位置付けるものである。 

≪関連法令における「豊島区子ども・若者総合計画」の位置付け≫ 

①「次世代育成支援対策推進法」に基づく行動計画 

②「子ども・子育て支援法」に基づく子ども・子育て支援事業計画 

③「子ども・若者育成支援推進法」に基づく子ども・若者計画 

④「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づく子どもの貧困対策計画 

⑤「豊島区子どもの権利に関する条例」に基づく子どもの権利推進計 

新⑥「こども基本法」に基づくこども計画 

新⑦児童福祉法及び都道府県社会的養育推進計画の策定要領に基づく社会的養育推進計画 

 

２ 「豊島区青少年問題協議会」について 

「豊島区子ども・若者総合計画」は、上記１のとおり各種法令に基づく総合的な計画となって

いる。そのため、計画の検証・推進にあたっては、複数の会議体において各所掌事項について検

証し、その結果を踏まえて区が施策を推進する。「豊島区青少年問題協議会」は、子ども・若者

総合計画全体（特に、計画第３章）の点検・検証および次期計画の検討を行う。 

 

■計画の推進体制のイメージ図 

 

 


